
  ２）地下水の水位 

工事の実施（切土工等、トンネル工事又は既存の工作物の除去）及び鉄道施設（地下

式）の存在により地下水の水位への影響が考えられることから、環境影響評価を実施し

ました。 

なお、羽沢駅部における地下水の水位への影響については、事業範囲が重複する相

鉄・ＪＲ直通線事業にて環境影響評価を実施しており、その中で「環境保全目標※を達

成する」と評価しています。（相鉄・ＪＲ直通線事業の環境影響評価の概要は、資料編

（P.資 3.2.1-4～P.資 3.2.1-9）参照） 

 

   ※相鉄・東急直通線事業の事業範囲となる羽沢駅と、相鉄・ＪＲ直通線事業の事業範囲と

なる羽沢駅は、同じ駅構造物です。 

 

   ※「相鉄・ＪＲ直通線 環境影響評価」での環境保全目標 

    ・工事に伴って発生する地下水位の低下を極力少なくすること（工事の実施） 

    ・供用時の鉄道施設の存在による地下水位の低下を極力少なくすること（施設の存在） 

 

  ２）－１ 工事の実施 

  （1）調査 

   ① 調査の手法 

   (a) 調査すべき情報 

    a 地下水の状況 

計画路線及びその周辺における地下水の水位、地下水の流向について、調査を実

施しました。 

 

    b 帯水層の地質・水理の状況 

計画路線及びその周辺における帯水層の地質・水理の状況について、調査を実施

しました。 

 

    c 地下水の利用状況 

計画路線及びその周辺における地下水の利用状況について、調査を実施しました。 

 

   (b) 調査の基本的な手法 

調査は、既存資料の収集整理及び現地調査により実施しました。調査の手法は以

下のとおりです。 
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    a 地下水の状況 

地下水の水位については、現地に設置した地下水の水位観測井に自記式水位計を

取り付け、水位変動の連続観測を実施しました。 

また、地下水の流向については、ボーリング調査時に実施された流向調査の結果

の収集・整理により調査を実施しました。さらに、現地に設置した地下水の水位観

測井において、流向計による観測を実施しました。 

 

    b 帯水層の地質・水理の状況 

既存文献その他の資料、ボーリング調査結果及び土質試験等の試験結果の収集・

整理により、帯水層の地質・水理の状況を確認しました。 

 

    c 地下水の利用状況等 

既存文献その他の資料の収集・整理により、地下水の利用状況、湧水の状況を確

認しました。 

 

   (c) 調査地域 

本事業の実施に伴い地下水への影響が考えられる地域とし、計画路線周辺としま

した。 

 

   (d) 調査地点 

地下水の水位の調査地点については、調査地域の内、構造型式の区間毎に地下水

の状況が的確に把握でき、さらに連続調査が実施可能な箇所として、表 7.2.2-1及

び図 7.2.2-1に示す地点としました。 

地下水の流向の調査地点については、調査地域の内、地下水の影響が大きいと考

えられる箱型トンネル部周辺を対象とし、調査が実施可能な箇所として、表 7.2.2-2

及び図 7.2.2-1に示す地点としました。 

 

表 7.2.2-1 調査地点（地下水の水位） 

調査項目 調査地点 位 置 備 考 

地下水の 

水位 

地下水－１ 神奈川区羽沢町 円形トンネル（複線） 

地下水－２ 港北区新横浜二丁目 円形トンネル（複線） 

地下水－３ 港北区新横浜二丁目 箱型トンネル（新横浜駅） 

地下水－４ 港北区大豆戸町 円形トンネル（複線） 

地下水－５ 港北区大曽根二丁目 円形トンネル（複線） 

地下水－６ 港北区綱島東一丁目 箱型トンネル（新綱島駅） 

地下水－７ 港北区綱島台 円形トンネル（単線並列） 

地下水－８ 港北区箕輪町三丁目 箱型トンネル 
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表 7.2.2-2 調査地点（地下水の流向） 

調査項目 調査地点 位 置 備 考 

地下水の 

流向 

流向－１ 港北区新横浜二丁目 

箱型トンネル（新横浜駅） 

調査深度：GL-17.3m（T.P.-11.9m）

     （沖積層砂質土（As））

流向－２ 港北区新横浜三丁目 

箱型トンネル（新横浜駅） 

調査深度：GL-25.8m（T.P.-20.3m）

     （洪積層砂質土（Ds））

流向－３ 港北区新横浜二丁目 

箱型トンネル（新横浜駅） 

調査深度：GL-21.5m（T.P.-15.2m）

     （上総層群砂質土（Ks））

流向－４ 港北区新横浜二丁目 

箱型トンネル（新横浜駅） 

調査深度：GL-21.5m（T.P.-15.2m）

     （上総層群砂質土（Ks））

流向－５ 港北区綱島東一丁目 

箱型トンネル（新綱島駅） 

調査深度：GL-32.0m（T.P.-28.3m）

     （沖積層砂質土（As））

流向－６ 港北区綱島東一丁目 

箱型トンネル（新綱島駅） 

調査深度：GL-34.6m（T.P.-30.7m）

     （上総層群砂質土（Ks））

流向－７ 港北区箕輪町三丁目 

箱型トンネル 

調査深度：GL-3.5m（T.P.+1.4m） 

     （沖積層砂質土（As））
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　　調査地点位置図
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本書に掲載した地図は、測量法第29条に基づく複製承認を得て、国土地理院発行の２万５千分１地形図及び５万分１地形図を複製したもの（平22関複、第277号）を転載したものです。





   (e) 調査期間 

地下水の水位の調査期間については、水位の変動状況を的確に把握するため、表

7.2.2-3に示す１年間の通年としました。 

また、地下水の流向の調査期間については、調査が実施可能な期間として表

7.2.2-4に示す期間としました。 

 

表 7.2.2-3 調査期間（地下水の水位） 

調査項目 調査地点 調査日 

地下水の 

水位 

地下水－１ 

平成 21 年４月１日 

 ～平成 22 年３月 31 日

地下水－２ 

地下水－３ 

地下水－４ 

地下水－５ 

地下水－６ 

地下水－７ 

地下水－８ 

 

表 7.2.2-4 調査期間（地下水の流向） 

調査項目 調査地点 調査日 

地下水の 

流向 

流向－１ 平成 21 年３月 18 日 

流向－２ 平成 21 年２月 12 日 

流向－３ 平成 22 年１月 26 日 

流向－４ 平成 22 年 1 月 26 日 

流向－５ 平成 22 年１月 27 日 

流向－６ 平成 21 年３月 21 日 

流向－７ 平成 20 年６月 28 日 

 

   ② 調査結果 

   (a) 地下水の状況 

    a 地下水の水位 

地下水の水位の調査結果を表 7.2.2-5及び図 7.2.2-2に示します。 

年間の水位変動幅は、地下水－１地点で 0.71ｍ、地下水－２地点で 0.53ｍ、地

下水－３地点で 0.94ｍ、地下水－４地点で 0.64ｍ、地下水－５地点で 0.23ｍ、地

下水－６地点で 0.65ｍ、地下水－７地点で 0.33ｍ、地下水－８地点で 0.31ｍとな

っています。 
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表 7.2.2-5 現地調査結果（地下水の水位） 

                                 （単位：ｍ（T.P.）） 

調
査
地
点 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 年間

地
下
水
―
１ 

最

高 
21.75 21.87 21.85 21.85 21.77 21.57 21.75 21.83 21.76 21.55 21.43 21.91 21.91

最

低 
21.45 21.57 21.65 21.55 21.42 21.30 21.32 21.54 21.53 21.20 21.22 21.44 21.20

平

均 
21.54 21.72 21.75 21.66 21.57 21.44 21.59 21.68 21.66 21.35 21.30 21.71  

地
下
水
―
２ 

最

高 
-0.18 -0.09 -0.14 -0.33 -0.51 -0.51 -0.32 -0.24 -0.23 -0.36 -0.41 -0.19 -0.09

最

低 
-0.34 -0.28 -0.38 -0.56 -0.62 -0.61 -0.57 -0.37 -0.39 -0.46 -0.52 -0.45 -0.62

平

均 
-0.28 -0.17 -0.28 -0.44 -0.57 -0.55 -0.39 -0.30 -0.31 -0.41 -0.46 -0.28  

地
下
水
―
３ 

最

高 
5.37 5.47 5.37 5.31 5.38 5.36 5.53 5.34 5.26 4.84 5.00 5.38 5.53

最

低 
4.77 4.99 5.08 4.96 4.95 4.84 4.95 4.93 4.81 4.59 4.61 4.87 4.59

平

均 
5.01 5.15 5.24 5.13 5.10 5.02 5.12 5.10 5.00 4.72 4.77 5.08  

地
下
水
―
４ 

最

高 
4.10 4.15 3.88 3.87 3.80 3.78 3.83 3.82 3.80 3.65 3.68 3.87 4.15

最

低 
3.70 3.65 3.78 3.70 3.68 3.60 3.62 3.69 3.66 3.51 3.52 3.70 3.51

平

均 
3.87 3.80 3.84 3.77 3.73 3.70 3.74 3.76 3.74 3.58 3.62 3.80  

地
下
水
―
５ 

最

高 
4.30 4.31 4.31 4.28 4.30 4.23 4.32 4.25 4.26 4.29 4.27 4.33 4.33

最

低 
4.15 4.15 4.20 4.12 4.12 4.10 4.12 4.13 4.12 4.10 4.14 4.24 4.10

平

均 
4.20 4.20 4.26 4.19 4.17 4.15 4.21 4.19 4.19 4.15 4.22 4.28  

地
下
水
―
６ 

最

高 
3.14 3.33 3.19 3.16 3.30 3.22 3.48 3.28 3.14 2.94 3.10 3.23 3.48

最

低 
2.90 2.94 2.99 2.97 3.00 2.97 2.96 2.94 2.90 2.83 2.86 2.92 2.83

平

均 
2.97 3.01 3.05 3.03 3.05 3.03 3.07 3.01 2.96 2.88 2.93 3.00  

地
下
水
―
７ 

最

高 
4.62 4.60 4.62 4.60 4.61 4.53 4.63 4.59 4.55 4.42 4.49 4.59 4.63

最

低 
4.43 4.45 4.50 4.41 4.43 4.38 4.40 4.45 4.41 4.30 4.32 4.50 4.30

平

均 
4.50 4.52 4.57 4.50 4.51 4.46 4.50 4.50 4.49 4.35 4.44 4.55  

地
下
水
―
８ 

最

高 
2.86 2.85 2.82 2.91 2.87 2.92 2.93 2.90 2.86 2.90 2.98 3.04 3.04

最

低 
2.74 2.76 2.73 2.76 2.78 2.78 2.79 2.82 2.79 2.73 2.89 2.94 2.73

平

均 
2.78 2.80 2.76 2.81 2.82 2.82 2.84 2.86 2.82 2.81 2.93 2.98  
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図 7.2.2-2 水位変動図（月平均値の変動） 
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    b 地下水の流向 

地下水の流向の調査結果を表 7.2.2-6及び図 7.2.2-3に示します。 

新横浜駅周辺（流向－１～流向－４）については、主要な帯水層である沖積層砂

質土（As）の地下水の流向は N285°、洪積層砂質土（Ds）の地下水の流向は N0°で、

当該地域の北西側に存在する鶴見川に向かい、計画路線と斜交する形で流れていま

す。また、上総層群砂質土（Ks）の地下水の流向は N133°～N137°で、計画路線と

直行する形で南東方向に流れています。 

新綱島駅周辺（流向－５～流向－６）については、主要な帯水層である沖積層砂

質土（As）の地下水の流向は N215°、上総層群砂質土（Ks）の地下水の流向は N189°

で、当該地域の南側に存在する鶴見川に向かい、計画路線とほぼ平行方向に流れて

います。 

日吉工事区域周辺（流向－７）については、主要な帯水層である沖積層砂質土（As）

の地下水の流向は N149°で、北西に存在する丘陵から南東に向う方向に、計画路線

に対しほぼ直行する形で流れています。 

 

表 7.2.2-6 現地調査結果（地下水の流向） 

調査地点 地下水の流向 備 考 

流向－１ N285° 

箱型トンネル（新横浜駅） 

調査深度：GL-17.3m（T.P.-11.9m）

     （沖積層砂質土（As））

流向－２ N0° 

箱型トンネル（新横浜駅） 

調査深度：GL-25.8m（T.P.-20.3m）

     （洪積層砂質土（Ds））

流向－３ N137° 

箱型トンネル（新横浜駅） 

調査深度：GL-21.5m（T.P.-15.2m）

     （上総層群砂質土（Ks））

流向－４ N133° 

箱型トンネル（新横浜駅） 

調査深度：GL-21.5m（T.P.-15.2m）

     （上総層群砂質土（Ks））

流向－５ N215° 

箱型トンネル（新綱島駅） 

調査深度：GL-32.0m（T.P.-28.3m）

     （沖積層砂質土（As））

流向－６ N189° 

箱型トンネル（新綱島駅） 

調査深度：GL-34.6m（T.P.-30.7m）

     （上総層群砂質土（Ks））

流向－７ N149° 

箱型トンネル 

調査深度：GL-3.5m（T.P.+1.4m） 

     （沖積層砂質土（As））

 

 

7.2.2-10



図 7.2.2-3(1) 現地調査結果（地下水流向図） 
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図 7.2.2-3(2) 現地調査結果（地下水流向図） 
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 図 7.2.2-3(3) 現地調査結果（地下水流向図） 
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   (b) 帯水層の地質・水理の状況 

計画路線周辺の地形の概要は図 7.2.2-4に示すとおりです。また、計画路線沿い

の地質縦断図は図 7.2.2-5に示すとおりです。なお、ここに示す地質縦断図は、本

事業の実施に伴い行った約 80 箇所のボーリング調査結果や、横浜市等が管理して

いる約 70 箇所の既存地質調査結果を整理して作成したものです。 

計画路線周辺には、下末吉台地と呼ばれる標高（T.P.）40～50ｍの台地と、鶴見

川低地と呼ばれる標高５～10ｍの低地が広がっており、計画路線は羽沢駅周辺の台

地部及び大倉山公園等の丘陵地を除き、大部分の区間が鶴見川低地に位置していま

す。 

計画路線周辺の地質については、上総層群を基盤とし、これを覆って、台地面で

は相模層群（Dc、Ds）や関東ローム層（Lm）が分布している一方、河川によって開

析された谷底低地では埋没谷を伴い、軟弱な沖積層粘性土（Ac）が厚く分布してい

る他、沖積層砂質土（As）が点在しています。なお、計画路線周辺の上総層群は起

伏に富んでおり、羽沢駅～東海道新幹線交差部間、新横浜駅周辺、東急電鉄東横線

大倉山駅周辺、新綱島駅付近日吉側、日吉駅周辺では、比較的浅部まで上総層群が

分布しています。 

当該区間の主要な帯水層については、羽沢駅～新横浜駅周辺に広く分布している

上総層群砂質土（Ks）の他、ある程度の広がりを持って点在する沖積層砂質土（As）、

相模層群砂質土（Ds）が挙げられます。また、当該区間の上総層群は、その一部が

泥岩の中に不規則に砂を挟む砂泥互層となっており、砂優先の互層も存在していま

す。各地層の透水性は表 7.2.2-7に示すとおりです。 
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     出典：「土地分類基本調査 横浜・東京西南部」（平成３年３月 神奈川県） 

 

図 7.2.2-4 地形区分図 

計画路線 
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図 7.2.2-5 地質縦断図 

予測地点 No.1 
予測地点 No.2 

予測地点 No.3 
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表 7.2.2-7 各地層の透水性 

時代 地層名 土質名 記号 透水性 

現世 盛土層 混合土 B 
中位～高い 

（6.8×10-5～8.4×10-3） 

完新世 沖積層 

粘性土 

（有機質土） 
Ap 難透水 

砂質土 As 
中位～高い 

（2.5×10-5～7.1×10-3） 

粘性土 Ac 難透水 

礫質土 Ag 
中位～高い 

（6.3×10-4～7.7×10-3） 

更新世 

後期 

関東ローム層 粘性土 Lm 中位 

段丘堆積層 礫質土 Dg 高い 

中期 相模層群 

粘性土 Dc 難透水 

砂質土 Ds 
中位～高い 

（7.2×10-4～1.6×10-2） 

前期 上総層群 

砂質土 Ks 
中位～高い 

（1.3×10-4～6.7×10-3） 

泥岩 Km 難透水 

礫質土 Kg 高い 

火砕質擬灰岩 Kt 中位 

 ※地層の特徴から、目安として透水性を「高い」、「中位」、「難透水」に区分しました。 

   「高い」 ：1×10-3cm/s 程度以上 

   「中位」 ：1×10-3cm/s～1×10-5cm/s 程度 

   「難透水」：1×10-5cm/s 程度以下 

 ※透水試験結果の存在する帯水層については、試験で得られた透水係数を記載しました。 

  透水試験の出典は、以下のとおりです。 

     出典：相鉄・東急直通線の整備工事等に係る調査・設計（地質調査）（受託工事） 報告書 

           （平成 20 年８月 独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

     相鉄・東急直通線、0k0・6k6 間地質調査他 報告書 

           （平成 21 年３月 独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

     相鉄・東急直通線、新綱島駅付近地質調査 報告書 

           （平成 21 年３月 独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

     相鉄・東急直通線、新横浜トンネル外地質調査 報告書 

           （平成 21 年３月 独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

 ※図 7.2.2-5の図中に示している「Kms 層」は、薄い砂質土の層（Ks 層）と、薄い泥岩の層（Km 層）が

交互に重なった互層となります。 
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   (c) 地下水の利用状況等 

    a 地下水の利用状況 

神奈川区、保土ケ谷区、港北区における地下水揚水の状況（「横浜市生活環境の

保全等に関する条例」（平成 14 年 12 月 25 日 横浜市条例第 58 号）における地下

水採取の規制対象となっている井戸※による揚水）は、表 7.2.2-8に示すとおりです。 

平成 20 年度の揚水量は、神奈川区で 311ｍ3/日、保土ケ谷区で 135ｍ3/日、港北

区で 596ｍ3/日となっています。 

 

※ 横浜市生活環境の保全等に関する条例では、規則で定める揚水施設（一の事業所に設置され

る揚水機の吐出口の断面積の合計が６平方センチメートルを超える場合の揚水機）を設置し、

地下水を採取しようとする事業者は、市長の許可を受けなければならないとされています。 

 

表 7.2.2-8 地下水揚水の状況（平成 20 年度） 

種 類
 
地 区 

井戸本数 
(本) 

揚水量 
（ｍ3/日） 

横浜市 178 10,340 

 神奈川区 7 311 

 保土ケ谷区 7 135 

 港北区 9 596 

          出典：「第 88 回横浜市統計書」（平成 22 年６月 横浜市都市経営局） 

 

    b 湧水の状況 

計画路線周辺における湧水の分布状況は、「第３章 都市計画対象鉄道建設等事

業実施区域及びその周囲の概況」（P.3.2-10～P.3.2-11）に示すとおりです。 

また、計画路線周辺には、横浜市水環境計画に基づき湧水量等の調査が行われて

いる湧水※が１箇所存在しており、平成 14 年度の測定結果は、湧水量 83.4 /分と

なっています。 

 

      ※湧水量が概ね毎分 20 以上あるとされている 40 地点 

 

表 7.2.2-9 湧水測定結果（平成 14 年度） 

地点 
番号 

場所 観測日 
湧水量
（ /分）

気温
（℃）

水温
（℃）

ｐＨ
溶存酸素
（mg/ ）

導電率 
（mS/m） 

流出形態 流域 

鶴1 
神奈川区三枚町
401付近 

H14.12.20 83.4 － 16.2 6.9 7.7 43.5 管渠より 鳥山川

 出典：「環境データ・資料 湧水調査結果」（平成 17 年４月 横浜市環境創造局） 

 

7.2.2-20



  （2）予測 

   ① 予測の手法 

工事の実施に伴う地下水の水位への影響について、箱型トンネル区間については

数理モデル（断面２次元解析モデル）を用いた予測式により予測しました。また、

シールドマシンにより掘削工事を行う円形トンネル区間については、計画路線周辺

の地下水や帯水層の状況と事業計画を重ね合わせ、影響の程度を定性的に予測しま

した。 

 

   (a) 予測手順 

数理モデル（断面２次元解析モデル）によるシミュレーションの予測手順は、図

7.2.2-6に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2.2-6 予測手順（断面２次元飽和・不飽和浸透流解析） 

 

ボーリング調査等

工事の実施による 
水位変動量の予測 

施設の存在による 
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事業計画 
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     等

初期水位 

地盤モデルの設定 

水 理 地 質 構 造 

施設の存在による水位

工事の実施による水位

地下水の流向 

地 下 水 位
調 査 結 果

断面２次元飽和・
不飽和浸透流解析

各地点の水位 
（平衡水位） 
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   (b) 予測式 

予測に用いた理論式の基本方程式は以下のとおりです。 

 

      qhSs
Z
hk

ZX
hk

X ZZXX
ｔ

・  

 
                  出典：「根切り工事と地下水―設計から施工まで」 
                            （平成６年、(社)地盤工学会） 

 

       XXk  ：ｘ方向(水平方向)の透水係数 

       ZZk  ：ｚ方向(深さ方向)の透水係数 

       h    ：地下水位（水頭） 
       Ss   ：比貯留係数 
       q    ：涵養量または揚水量（＝0） 

       ｔ   ：時間 

 

   (c) 予測地域 

調査地域と同様に、本事業の実施に伴い地下水の水位への影響が考えられる地域

とし、計画路線周辺としました。 
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   (d) 予測地点 

予測地点については、工事の実施による地下水の水位への負荷が大きいと考えら

れる箱型トンネル区間のうち、地下水の水位変動による計画路線周辺への影響が把

握できると考えられる地点を代表とすることとし、表 7.2.2-10及び図 7.2.2-7に示

す地点を選定しました。なお、羽沢工事区域にも箱型トンネル区間が存在しますが、

図 7.2.2-5に示すように、当該区間には大きな広がりを持った帯水層は存在せず、

事業の実施により地下水に影響を生じさせるような要因がないことから、予測地点

として選定しませんでした。 

また、円形トンネル区間については、計画路線周辺の地下水や帯水層の状況と工

事計画の重ね合わせにより予測することから、円形トンネル区間全域を対象としま

した。 

 

表 7.2.2-10 予測地点（工事の実施に伴う地下水の水位変動） 

予測地点 構造 備  考 

No.１ 

（新横浜駅付近） 

箱型トンネル 

（駅部） 

地層の変化が大きい区間であるた

め、主要な帯水層を工事で改変する

範囲が広く、かつ地盤沈下（地下水

位の変動による圧密沈下）の対象層

となりうる沖積層粘性土(Ac)及び

相模層群粘性土（Dc)が厚く分布し

ている箇所を代表としました。 

No.２ 

（新綱島駅付近） 

箱型トンネル 

（駅部） 

対象区間内では地層構成は大きく

変わらないため、地域の状況を示す

ことができると考えられる代表的

な箇所として選定しました。 

No.３ 

（日吉工事区域付近）
箱型トンネル 

地層の変化が大きい区間であるた

め、主要な帯水層を工事で改変する

範囲が広く、かつ地盤沈下（地下水

位の変動による圧密沈下）の対象層

となりうる沖積層粘性土(Ac)が厚

く分布している箇所を代表としま

した。 
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本書に掲載した地図は、測量法第29条に基づく複製承認を得て、国土地理院発行の２万５千分１地形図及び５万分１地形図を複製したもの（平22関複、第277号）を転載したものです。





   (e) 予測対象時期 

工事の実施により地下水の水位へ負荷を生じさせる可能性がある時期として、掘

削開始から掘削完了までの期間としました。 

 

   (f) 予測条件 

    a 水理地質構造 

予測の実施にあたっては、現地調査結果等による地質構成と事業計画より各予測

地点の地質断面を整理し、解析に用いるメッシュモデルを作成しました。 

 

    b 水理定数 

地盤等の透水係数は、予測地点周辺における現地調査結果等を参考に設定しまし

た。透水係数の詳細は、資料編（P.資 3.2.1-1）に示します。 

 

    c 解析条件 

    (ｱ) 予測対象とする地下水 

予測対象とする地下水は、当該地区の主要な帯水層のうち、掘削による改変を

行う帯水層の地下水としました。なお、No.１地点及び No.３地点については、地

下水の流向の現地調査結果より、地下水が構造物と直行して流れているものとし

ました。 

 

    (ｲ) 初期水位 

初期水位（水頭）は、ボーリング調査時の現場透水試験により得られた平衡水

位や地下水の水位の現地調査結果等を参考に、予測対象とする主要な帯水層の水

位として表 7.2.2-11に示すように設定しました。 

 

表 7.2.2-11 各予測断面での初期水位（水頭） 

予測地点 地盤高 初期水位（水頭）※ 備考 

No.１ 

（新横浜駅付近） 
T.P.+5.83ｍ 

T.P.+2.79ｍ 

(GL-3.04ｍ) 
第一帯水層 

T.P.+1.46ｍ 

(GL-4.37ｍ) 
第二帯水層 

No.２ 

（新綱島駅付近） 
T.P.+3.55ｍ 

T.P.+2.83ｍ 

(GL-0.72ｍ) 
 

No.３ 

（日吉工事区域付近）
T.P.+4.90ｍ 

T.P.+2.73ｍ 

(GL-2.17ｍ) 
 

   ※ No.１：現場透水試験により得られた平衡水位 

          （調査結果は資料編（P.資 3.2.1-2）に示します。） 

     No.２：現地調査地点「地下水－６」の年間最低水位 

     No.３：現地調査地点「地下水－８」の年間最低水位 
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    d 解析モデルの境界 

解析モデルの境界については、井戸公式により算出できる影響圏を参考に、構造

物中心から十分離れた位置に設定しました。影響圏の算出結果は資料編（P.資

3.2.1-2～P.資 3.2.1-3）に示します。解析では、解析モデル境界で帯水層の水圧を

一定に保つことにより、周辺地域からの降雨の浸透を含めた地下水の供給を考慮し

ました。 

 

    e 掘削期間 

本検討にあたっては、予定している掘削工事期間において平均的に掘削を行うも

のとしました。想定した掘削期間を表 7.2.2-12に示します。 

 

表 7.2.2-12 掘削期間 

予測地点 
No.１ 

（新横浜駅付近） 

No.２ 

（新綱島駅付近） 

No.３ 

（日吉工事区域付近）

地盤高 T.P.+5.83ｍ T.P.+3.55ｍ T.P.+4.90ｍ 

掘削底盤位置 T.P.-26.17ｍ T.P.-30.95ｍ T.P.-1.40ｍ 

掘削規模 

（地盤高－掘削底面） 
32.0ｍ 34.5ｍ 6.3ｍ 

掘削期間 600 日 540 日 630 日 
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   ② 予測結果 

   (a) 箱型トンネル区間 

工事の実施に伴う地下水の水位の予測結果を表 7.2.2-13及び図 7.2.2-8に示しま

す。 

現地調査結果を踏まえ、掘削範囲内への地下水の浸水のほか、土留壁が水みちを

塞ぐことによる影響を考慮して検討した結果、構造物近傍での水位（水頭）変動量

は、No.１地点で-1.25～+0.27ｍ、No.２地点で-1.06～-0.76ｍ、No.３地点で-0.74

～+0.46ｍになると予測します。 

この内、No.１地点及び No.３地点については、土留壁による地下水流動の阻害に

よりダム効果が生じ、上流側の地下水の水位（水頭）が上昇することとなります。

ただし、この水頭の変化は難透水層に挟まれた帯水層における変化であり、その変

動量は地表には及ばないため、地表が湿潤化することはないと考えます。 

なお、これらの値は限られた範囲における地下水を断面モデルで表した予測であ

り、帯水層の奥行きによる周辺地域からの地下水の供給や構造物に対する回り込み

などを考慮すると、当該地域の地下水の水位（水頭）の変動量は、予測値より小さ

くなるものと考えます。 

 

表 7.2.2-13 予測結果（工事の実施に伴う地下水の水位（水頭）変動量） 

予測地点 構造 

水位（水頭）変動量

(ｍ) 備考 

上り線側 下り線側

No.１ 

（新横浜駅付近） 

箱型トンネル 

（駅部） 

-1.11 +0.26 第一帯水層 

-1.25 +0.27 第二帯水層 

No.２ 

（新綱島駅付近） 

箱型トンネル 

（駅部） 
-1.06 -0.76  

No.３ 

（日吉工事区域付近）
箱型トンネル +0.46 -0.74  

  ※ 水位（水頭）変動量は構造物近傍（構造物から離れ 1.0ｍ）での値 

 

   (b) 円形トンネル区間 

円形トンネル区間については、トンネル掘削に地下水の排水を伴わない密閉型シ

ールド工法を採用し、さらに切羽の安定の確認及び掘削力の調整等、入念な施工管

理を行うことから、地域全体における主要な地下水について、水位の変動はほとん

ど生じないと予測します。 
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  （3）環境保全措置の検討 

   ① 環境保全措置の検討の状況 

予測結果から、工事の実施による地下水の水位への影響があると判断されるため、

事業者の実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又は低減することを目的と

して、環境保全措置の検討を行いました。 

環境保全措置の検討の状況は表 7.2.2-14に示すとおりです。 

 

表 7.2.2-14 環境保全措置の検討の状況 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 

適切な構造及び工法の検

討・採用 

適 

工事に先立ち詳細な地質や地下水位の調査を

実施し、地域特性をより明確に把握すること

で、地域の状況に応じた構造や、止水性の高い

土留壁などの適切な工法を検討し、地下水の水

位に最大限配慮した工事計画を採用すること

で、地下水の水位に対する影響を可能な限り低

減することができるため、適切な環境保全措置

と考え採用します。 

適切な施工管理 

適 

地下水位や地盤の変位を工事着手前から施工

中、構造物完成後と継続して計測・監視し、工

事による影響を常に把握しながら適切な施工

管理を行うとともに、状況に応じて柔軟に対応

できる作業体制を整え、必要に応じて地盤改良

を追加するなどの対策工法を行うことで、地下

水の水位に対する影響を可能な限り低減する

ことができるため、適切な環境保全措置と考え

採用します。 

 

   ② 環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容 

本事業では、工事の実施に伴う地下水の水位への影響を低減させるため、環境保

全措置として「適切な構造及び工法の検討・採用」、「適切な施工管理」を実施しま

す。 

環境保全措置の内容は表 7.2.2-15に示すとおりです。 

 

表 7.2.2-15(1) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 適切な構造及び工法の検討・採用 

位置 計画路線全線 

環境保全措置の 

効果 

地域の状況に応じた適切な構造及び工法を検討し、地下水の水位に最

大限配慮した工事計画を採用することで、地下水の水位に対する影響

を可能な限り低減することができます。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 
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表 7.2.2-15(2) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 適切な施工管理 

位置 計画路線全線 

環境保全措置の 

効果 

地下水位、地盤の変位の計測・監視により工事の影響を常に把握しな

がら適切な施工管理を行うとともに、状況に応じて柔軟に対応できる

作業体制を整え、必要に応じて対策工法を行うことで、地下水の水位

に対する影響を可能な限り低減することができます。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 

 

    ＜地下水の水位に配慮した構造、施工管理について＞ 

本事業では、改変規模が大きい新横浜駅、新綱島駅部については、工事の実施に

伴う地下水の水位に対する影響を低減するために、通常の土留壁に比べ、高い止水

性が確保できる「鋼製連壁」を採用する計画としています。また、掘削工事の際に

は、土留壁の継ぎ手部等の点検による漏水の確認、漏水箇所への止水処理を行い、

工事の実施に伴う地下水に対する影響を低減します。 

 

   ③ 環境保全措置の効果及び当該環境保全措置を講じた後の環境の変化の状況 

環境保全措置の効果については表 7.2.2-15に示すとおりです。環境保全措置を実

施することで、予測値より環境負荷は低減されます。 
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  （4）評 価 

   ① 評価の手法 

工事の実施に伴う地下水の水位への影響の評価は、本事業による影響が、事業者

により実行可能な範囲内でできる限り回避又は低減されているか否かについて見解

を明らかにすることにより評価しました。 

 

   ② 評価結果 

工事の実施に伴い、箱型トンネル区間では No.１地点で-1.25～+0.27ｍ、No.２地

点で-1.06～-0.76ｍ、No.３地点で-0.74～+0.46ｍの地下水の変動が生じると予測さ

れますが、地域の地盤状況に応じた構造及び工法を検討し、地下水の水位に最大限

配慮した工事計画を採用するとともに、適切な施工管理を実施することで、実行可

能な範囲内で変動量を低減できると考えます。 

また、円形トンネル区間については、トンネル掘削に地下水の排水を伴わない密

閉型シールド工法を採用し、さらに切羽の安定の確認及び掘削力の調整等、入念な

施工管理を実施することから、地域全体における主要な地下水について、水位の変

動はほとんど生じないと考えます。 

本事業の実施により地下水の水位が変動する可能性があることを考慮した上で、

影響の回避・低減のための適切な対応を十分に検討し、これらの措置を講じること

で、地下水の水位に対し可能な限り配慮した工事を実施することができると考えま

す。 

ただし、箱型トンネル区間については、地質状況と施工方法が適合しなかった場

合に地下水の著しい変動が生じる可能性が考えられるため、モニタリング調査によ

り地下水位の状況を把握するとともに、周辺の井戸に枯渇等の影響が生じ、本事業

との関連性が確認された際には、必要に応じて代償措置を講じるなどの対策を行な

うこととします。 

以上のことから、本事業による影響を事業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避又は低減しているものと評価します。 
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  ２）－２ 鉄道施設の存在 

  （1）調査 

調査の内容は、「２）－１ 工事の実施」（P.7.2.2-1～P.7.2.2-20）に示すとおりで

す。 

 

  （2）予測 

   ① 予測の手法 

鉄道施設の存在に伴う地下水の水位への影響について、「工事の実施に伴う地下水

の水位への影響」と同様に、箱型トンネル区間については数理モデル（断面２次元

解析モデル）を用いた予測式により予測しました。また、シールドマシンにより掘

削工事を行う円形トンネル区間については、「工事の実施に伴う地下水の水位への影

響」と同様に、計画路線周辺の地下水や帯水層の状況等と事業計画を重ね合わせ、

影響の程度を定性的に予測しました。 

 

   (a) 予測手順、予測式 

予測手順、予測式は「２）－１ 工事の実施」（P.7.2.2-21～P.7.2.2-22）に示

すとおりです。 

 

   (b) 予測地域、予測地点 

予測地域、予測地点は「２）－１ 工事の実施」（P.7.2.2-22～P.7.2.2-25）と

同じとしました。 

 

   (c) 予測対象時期等 

鉄道施設の存在による地下水の水位変動が把握できる時期として、鉄道施設完成

後の地下水の水位が安定した時点としました。 

 

   (d) 予測条件 

予測条件は「２）－１ 工事の実施」（P.7.2.2-27～P.7.2.2-28）と同じとしま

した。 
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   ② 予測結果 

   (a) 箱型トンネル区間 

鉄道施設の存在に伴う地下水の水位の予測結果を表 7.2.2-16及び図 7.2.2-9に示

します。 

現地調査結果を踏まえ、トンネル内への地下水の染み出しのほか、トンネルが水

みちを塞ぐことによる影響を考慮して検討した結果、構造物近傍での水位（水頭）

変動量は、No.１地点で-2.13～+0.69ｍ、No.２地点で-0.80～-0.49ｍ、No.３地点

で-0.69～+0.58ｍになると予測します。 

この内、No.１地点及び No.３地点については、トンネルによる地下水流動の阻害

によりダム効果が生じ、上流側の地下水の水位（水頭）が上昇することとなります。

ただし、この水頭の変化は難透水層に挟まれた帯水層における変化であり、その変

動量は地表には及ばないため、地表が湿潤化することはないと考えます。 

なお、これらの値は限られた範囲における地下水を断面モデルで表した予測であ

り、帯水層の奥行きによる周辺地域からの地下水の供給や構造物に対する回り込み

などを考慮すると、当該地域の地下水の水位（水頭）の変動量は、予測値より小さ

くなるものと考えます。 

 

表 7.2.2-16 予測結果（鉄道施設の存在に伴う地下水の水位（水頭）変動量） 

予測地点 構造 

水位（水頭）変動量

(ｍ) 備考 

上り線側 下り線側

No.１ 

（新横浜駅付近） 

箱型トンネル 

（駅部） 

-2.13 +0.59 第一帯水層 

-2.13 +0.69 第二帯水層 

No.２ 

（新綱島駅付近） 

箱型トンネル 

（駅部） 
-0.80 -0.49  

No.３ 

（日吉工事区域付近）
箱型トンネル +0.58 -0.69  

  ※ 水位（水頭）変動量は構造物近傍（構造物から離れ 1.0ｍ）での値 

 

   (b) 円形トンネル区間 

円形トンネル区間については、その縦断線形から、構造物と主要な帯水層との重

なりは一部であるため、当該地域における主要な帯水層の広がりを大きく阻害する

ものではないと考えます。また、トンネルの構築に際し必要に応じて止水対策等を

行うため、トンネル内への地下水の漏水は抑制できると考えます。したがって、地

域全体における主要な地下水に著しい影響は生じないと予測します。 
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  （3）環境保全措置の検討 

   ① 環境保全措置の検討の状況 

予測結果から、鉄道施設の存在による地下水の水位への影響があると判断される

ため、事業者の実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又は低減することを

目的として、環境保全措置の検討を行いました。 

環境保全措置の検討の状況は表 7.2.2-17に示すとおりです。 

 

表 7.2.2-17 環境保全措置の検討の状況 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 

止水対策の実施（防水シー

ト・止水板の設置、止水性

の高い土留壁の採用等） 

適 

箱型トンネルの施工においては、防水シートに

よるトンネル全周囲の被覆や打継目への止水

板の設置、止水性の高い土留壁の採用等によ

り、トンネル内への漏水を極力防止すること

で、地下水の水位に対する影響を可能な限り低

減することができるため、適切な環境保全措置

と考え採用します。 

 

   ② 環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容 

本事業では、鉄道施設の存在に伴う地下水の水位への影響を低減させるため、環

境保全措置として「防水シート等による止水対策」を実施します。 

環境保全措置の内容は表 7.2.2-18に示すとおりです。 

 

表 7.2.2-18 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 止水対策の実施（防水シート・止水板の設置、止水性の高い土留壁の

採用等） 

位置 箱型トンネル部 

環境保全措置の 

効果 

防水シートや止水板の設置、止水性の高い土留壁の採用等の止水対策

を実施することで、地下水の水位に対する影響を可能な限り低減する

ことができます。 

効果の不確実性 適切に設置することで、確実に効果を見込むことができます。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 
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   ③ 環境保全措置の効果及び当該環境保全措置を講じた後の環境の変化の状況 

環境保全措置の効果については表 7.2.2-18に示すとおりです。環境保全措置を実

施することで、予測値より環境負荷は低減されます。 

 

  （4）評 価 

   ① 評価の手法 

鉄道施設の存在に伴う地下水の水位への影響の評価は、本事業による影響が、事

業者により実行可能な範囲内でできる限り回避又は低減されているか否かについて

見解を明らかにすることにより評価しました。 

 

   ② 評価結果 

鉄道施設の存在により、箱型トンネル区間では No.１地点で-2.13～+0.69ｍ、No.

２地点で-0.80～-0.49ｍ、No.３地点で-0.69～+0.58ｍの地下水の変動が生じると予

測されますが、防水シートや止水板の設置、止水性の高い土留壁の採用等の止水対

策を実施することで、実行可能な範囲内で変動量を低減できると考えます。 

また、円形トンネル区間については、構造物と主要な帯水層との重なりは一部で

あり、当該地域における主要な帯水層の広がりを大きく阻害するものではないこと、

トンネルの構築に際し必要に応じて止水対策等を行うことから、地域全体における

主要な地下水に著しい影響は生じないと考えます。 

本事業の実施により地下水の水位が変動する可能性があることを考慮した上で、

影響の回避・低減のための適切な止水対策等を十分に検討し、環境保全措置として

講じることで、地下水の水位に対し可能な限り配慮した事業を実施することができ

ると考えます。なお、これらの措置は、他の大規模な公共事業等の地下工事におい

ても採用され、その効果が十分期待できます。 

ただし、箱型トンネル区間については、地質状況と施工方法が適合しなかった場

合に地下水の著しい変動が生じる可能性が考えられるため、モニタリング調査によ

り地下水位の状況を把握するとともに、周辺の井戸に枯渇等の影響が生じ、本事業

との関連性が確認された際には、必要に応じて代償措置を講じるなどの対策を行な

うこととします。 

以上のことから、本事業による影響を事業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避又は低減しているものと評価します。 
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